New National Population Projection and Overhaul of Its Estimation Method by 川本 敏
はじめに
　5 年に一度公表されている国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将


















　日本の総人口は、2015 年に 1 億 2709 万人であったものが、中位推定（合
計特殊出生率　TFR を 1.44 と仮定）では、50 年後の 2065 年には 8808 万
人（30.7％減）、100 年後の 2115 年では 5055 万人（60.2％減）に激減する。
（図Ⅰ -1 参照）






　老年人口比率は 2015 年 26.6％、2065 年 38.4％（35.6％）、2115 年 38.4％
（34.1％）とさらなる高齢化が進む。
　年少人口比率は 2015 年 12.5％、2065 年 10.2％（12.2％）、2115 年 10.3％
（12.2％）である。
　生産年齢人口比率（15 ～ 64 歳）は、2015 年 60.8％、2065 年 51.4％（52.2
％）、2115 年 51.3％（53.6％）である。（カッコ内高位推計）
２　推計の前提　
１）合計出生率は 1.45（2015 年）であったものが 1.44 で推移する。これ
は、平均初婚年齢 26.3 歳（2015 年）が 28.6 歳（2065 年）へ上昇、50
歳時未婚率 12.0％（2015 年）が 18.8％（2065 年）へ上昇、夫婦完結
出生率 1.96 人（2015 年）が 1.79 人（2065 年）へ低下するとみている
ことによる。
２）平均寿命は、男は 80.75 年（2015 年）が 84.95 年（2065 年）、女は
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84.95 年（2015 年）が 91.35 年（2065 年）になるとみる。　
３）外国人入国超過数は、約 7 万人で推移するとする。




図 1 − 4　年齢３区分別人口割合の推移





前提を変えた場合（TFR を 1.00、1.20、1.40、1.60、1.80、2.00、2.20 の７
ケース）の推計値と外国人入国超過数の前提を変えた場合（0 人、5 万人、




　　1.40　　　　　　　　 8670 万人（2065 年）　　 4770 万人（2115 年）
　　1.60　　　　　　　　 9333 万人　　　　　　　6202 万人
　　1.80　　　　　　　1 億  45 万人　　　　　　　7936 万人
　　2.00　　　　　　　1 億 803 万人　　　　　　1 億 12 万人
　TFR が上昇すれば総人口も上昇する。2.00 では減少は穏やかであるが、





　　　0 万人　　　　　　　8343 万人（2065 年）　　 4375 万人（2115 年）
　　　5 万人　　　　　　　8677 万人　　　　　　　4859 万人
　　10 万人　　　　　　　9018 万人　　　　　　　5379 万人
　　25 万人　　　　　1 億　 75 万人　　　　　　　7154 万人
　　50 万人　　　　　1 億 1953 万人　　　　　1 億  904 万人
　外国人入国超過数が年 10 万人であっても人口急減が続く。年 25 万人








３　前回中位推計（2012 年 1 月推計、TFR1.35）と今回推計との比較
１）少子高齢化がわずかに緩和












　なお、前々回（2006 年 12 月推計）は、中位推計の TFR は 1.26 であって、







て戦後初めて示されたのは、2008 年 8 月に公表された経済財政諮問会議
専門委員会の将来ビジョン「構造変化と日本経済」（いわゆる「植田レポ
ート」）であった。
　そこでは、10 年後に目指す日本の経済社会の姿の 1 つとして「合計特
殊出生率が少なくとも 1.7 から 1.8 程度になることをめざしたい。」と明示
した。しかし、この報告書は政権交代もあり、政府の専門委員会の１つの
報告書にとどまり、閣議決定に取り入れられることはなかった。　
　初めて人口の将来目標が閣議決定文書に明示されたのは、2014 年 6 月







　なお、2017 年 6 月の「骨太方針 2017」では、希望出生率 1.8 の実現を
掲げているが、総人口 1 億人の保持は消えている。
２）社人研「条件付推計」の登場
　政府は、人口 1 億人の保持や希望出生率 1.8 の実現を掲げ、少子化対策
や働き方改革に力を入れてきた。2006 年 12 月以降ここ 3 回の社人研の推
計は、推計時における最新の TFR 実績が将来にわたってそのまま推移す
ることを中位推計の前提として行っている。少子化の改善は高位推計（今

























体的には、出生率の仮定値（平成 77（2065）年）を 1.8 に設定した場合に














　社人研の中位推計は 2002 年推計までは、周知のとおり、TFR が改善す
ると考えて実績よりも過大な仮定値を基に推計してきた。その後も TFR
は減少を続け 2005 年に史上最低の 1.26 まで低下した。これまでの推計が
あまりに楽観的過ぎるとの批判に抗しきれず、2006 年 12 月の推計から、
（備考）厚労省「人口動態統計月報年計（概数）の概況」（2017.6）、
　　　 社人研「日本の将来推計人口」をもとに筆者作成









下図のように先進国の TFR 減少国は、TFR 約 1.8 の回復過程へ向かうと
の前提に基づいている。
　日本の TFR は漸増して 2050 年 1.69、2100 年には 1.81 となるとみる。

















































Figure 2. Population of the world: estimates, 1950-2015, medium-variant


















１　世田谷区北沢地域の就学前人口は 4 年間で 13％も過小推定
　世田谷区の行政の基本は、「世田谷区基本計画」（平成 26 年―35 年）で
ある。これに基づき施設計画をはじめ各種の施策が行われる。
　この基礎として、区は、社人研の市町村別人口推計や過去のトレンド等
により年齢別、地区別の人口推計を行っている（平成 26 年 2 月公表）。
　ところが、この推計は、ここ 4 年の実績と比べてみると著しい過小推定
になっている。
　世田谷区の総人口は、平成 25 年（1 月 1 日、以下同じ）84.5 万人であり、
平成 30 年に 86 万人とみていたが、最新の実績は（平成 29 年 2 月）89 万
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人に達しており、約 3 万人、4 年間で 3％以上の過小推計である。
　北沢地域（5 地域に分類されている世田谷区の地域で、区の北東側、渋
谷区等に隣接する地域）の人口にいたっては、平成 25 年の 14. １万人が
平成 30 年 13.8 万に減少するとみていたものが、平成 29 年 2 月で 14.9 万
人と大幅に増加しており、4 年間で 8％の過小推計である。
　学童数の推移と最も関連性のある、同地域の就学前人口の推定に至って
は、4 年間で 13％もの過小推計となっている。すなわち、平成 25 年 5216
人が平成 30 年 5160 人に減少するとみていたものがが、平成 29 年 2 月の




２　北沢小学校廃校と北沢 3 ～ 5 丁目地区
　北沢地区は、上記のように区の人口推計とは大きく異なり、発展を続け
ている。














を 1 年生の児童数でみると、平成 26 年 32 人（39 人）、27 年 29 人（32 人）、
28 年 31 人（37 人）であって、括弧内の実績の児童数の方が推計数よりも
２割程度も大きくなっている。
　最新の教育委員会事務局の北沢小学校の児童推計数（平成29年2月推計）
を、平成 29 年度以降 34 年度までの 6 年間でみると、168 人（21 人）、162
人（20 人）、164 人（21 人）、145 人（18 人）、145 人（29 人）、132 人（27
人）であって、児童数の減少が大幅に進む見通しとなっている。（カッコ
内は 1 年生の児童数）
　　注）推計方法は、婦人人口（25 ～ 35 歳）、幼児人口、児童数等の 28
年の実績をもとに、入学率、進級率、婦人− 0 歳児比率、変化率（乳
児移動率）等の将来仮定値（平成 24 ～ 28 年度の平均値）をもとに
しており、年齢別、学年別に推計している（事務局教育環境計画課
による）。
　平成 29 年の入学数は現時点での見込み数としているが、平成 28 年 37






























　世田谷区教育委員会は 2016 年 11 月に、北沢小学校を下北沢小学校に
2018年4月に統合することを決定した。この北沢小学校の廃校統合決定は、
上記 1 ～ 3 述べたように過小な人口や就学前人口をもとにしたものであっ
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